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改
正
会
社
法
に
伴
う
改
正
財
規・開
示

府
令
等
、公
表
─
金
融
庁

会
　
　
計

今
３
月
決
算
の
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度

対
応
は
実
務
対
応
報
告
39
号
で
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

コ
ロ
ナ
禍・改
訂
監
査
基
準
に
対
応
し

た
改
正
会
施
規・会
計
規
、公
表
─
法
務
省

法
　
　
務

去
る
２
月
３
日
、
金
融
庁
は
、「
無

尽
業
法
施
行
細
則
等
の
一
部
を
改
正

す
る
内
閣
府
令
」
を
公
布
し
た
。
改

正
会
社
法
の
施
行
に
伴
い
金
融
庁
関

係
府
令
等
の
改
正
を
行
う
も
の
で
、

改
正
会
社
法
の
施
行
日
（
２
０
２
１

年
３
月
１
日
）
よ
り
施
行
さ
れ
る
。

同
府
令
で
は
、
次
の
規
則
を
含
む

31
の
府
令
に
つ
い
て
改
正
が
行
わ
れ

て
い
る
。

・
財
務
諸
表
等
規
則

・
企
業
内
容
等
開
示
府
令

・
連
結
財
務
諸
表
規
則

・
中
間
財
務
諸
表
等
規
則

・
中
間
連
結
財
務
諸
表
規
則

・
四
半
期
財
務
諸
表
等
規
則

・
四
半
期
連
結
財
務
諸
表
規
則

ま
た
、
こ
の
改
正
に
伴
い
、
企
業

内
容
等
開
示
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
財
務

諸
表
等
規
則
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
も
改
正

さ
れ
て
い
る
。

主
な
改
正
点
は
次
の
と
お
り
。

財
務
諸
表
等
規
則

株
式
交
付
の
新
設
に
伴
い
、
自
社

株
式
オ
プ
シ
ョ
ン
お
よ
び
逆
取
得
の

定
義
が
変
更
さ
れ
た
。

ま
た
、
取
締
役
等
へ
の
報
酬
と
し

て
新
設
さ
れ
た
「
株
式
引
受
権
」
が
、

純
資
産
の
分
類
お
よ
び
株
主
資
本
等

変
動
計
算
書
の
区
分
表
示
に
追
加
さ

れ
た
。
ま
た
、
貸
借
対
照
表
お
よ
び

株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
の
様
式
に

も
「
株
式
引
受
権
」
が
追
加
さ
れ
た
。

企
業
内
容
等
開
示
府
令

株
式
交
付
の
新
設
に
伴
い
、
様
式

等
に
お
け
る
所
要
の
改
正
が
行
わ
れ

た
。取

締
役
関
連
で
は
、「
コ
ー
ポ
レ
ー

ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
概
要
」
欄
で
、

会
社
補
償
・
役
員
等
賠
償
責
任
保
険

契
約
の
契
約
内
容
の
概
要
を
記
載
す

る
改
正
が
行
わ
れ
た
。
ま
た
、「
取

締
役
の
報
酬
等
」
欄
で
、
個
人
別
の

役
員
報
酬
の
内
容
の
決
定
方
針
が
あ

る
場
合
は
、
方
針
の
内
容
の
概
要
等

を
記
載
す
る
改
正
が
行
わ
れ
た
。

ま
た
、
公
開
草
案
か
ら
の
変
更
点

と
し
て
、
第
２
号
様
式
の
記
載
上
の

注
意
�
お
よ
び
第
３
号
様
式
の
記
載

上
の
注
意
⑸
等
に
お
い
て
、
自
己
資

本
比
率
等
の
計
算
の
際
に
、
株
式
引

受
権
の
金
額
も
控
除
す
る
改
正
が
追

加
さ
れ
て
い
る
。

去
る
１
月
29
日
、
法
務
省
は
「
会

社
法
施
行
規
則
及
び
会
社
計
算
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
」
を
公
表

し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
影
響
を
踏
ま
え
た
も
の
、
お
よ

び
２
０
２
０
年
11
月
の
「
そ
の
他
の

記
載
内
容
」
等
に
関
す
る
監
査
基
準

の
改
訂
を
受
け
た
も
の
。
２
０
２
０

年
12
月
に
公
表
さ
れ
た
改
正
案
か
ら

の
修
正
は
な
か
っ
た
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る
み
な
し
提
供

制
度
に
関
す
る
改
正

株
式
会
社
の
取
締
役
が
定
時
株
主

総
会
の
招
集
手
続
を
行
う
場
合
、
事

業
報
告
に
表
示
す
べ
き
事
項
の
一
部

な
ら
び
に
貸
借
対
照
表
お
よ
び
損
益

計
算
書
に
表
示
す
べ
き
事
項
を
ウ
ェ

ブ
サ
イ
ト
に
掲
載
し
、
そ
の
Ｕ
Ｒ
Ｌ

等
を
株
主
に
通
知
す
れ
ば
、
当
該
事

項
に
係
る
情
報
が
株
主
に
提
供
さ
れ

た
も
の
と
み
な
す
。

な
お
、
こ
の
改
正
は
、
２
０
２
０

年
５
月
に
行
わ
れ
た
も
の
（
２
０
２
０

年
６
月
１
日
号
（
№
１
５
７
９
）
情

報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
と
同
様
の

内
容
で
あ
る
。

監
査
基
準
の
改
訂
を
受
け
た
改
正

会
計
監
査
報
告
の
内
容
に
つ
い

て
、
計
算
関
係
書
類
が
当
該
株
式
会

社
の
財
産
お
よ
び
損
益
の
状
況
を
適

正
に
表
示
し
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ

い
て
の
意
見
が
あ
る
と
き
は
、「
事

業
報
告
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
の
内

容
と
計
算
関
係
書
類
の
内
容
又
は
会

計
監
査
人
が
監
査
の
過
程
で
得
た
知

識
と
の
間
の
重
要
な
相
違
等
に
つ
い

て
、
報
告
す
べ
き
事
項
の
有
無
及
び

報
告
す
べ
き
事
項
が
あ
る
と
き
は
そ

の
内
容
」
を
会
計
監
査
報
告
に
記
載

す
る
。

適
用
関
係

⑴　
施
行
期
日

公
布
日
か
ら
施
行
予
定
。た
だ
し
、

ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る
み
な
し
提
供
制

度
に
関
す
る
改
正
に
お
け
る
「
表
示

す
べ
き
事
項
」
か
ら
除
外
さ
れ
る
事

項
（
株
式
会
社
の
会
社
役
員
に
関
す

る
事
項
等
）
の
規
定
は
、
改
正
会
社

法
の
施
行
日
で
あ
る
２
０
２
１
年
３

月
１
日
か
ら
施
行
予
定
。

⑵　
失　
効

ウ
ェ
ブ
開
示
に
よ
る
み
な
し
提

供
制
度
に
関
す
る
改
正
の
規
定
は
、

２
０
２
１
年
９
月
30
日
限
り
、
そ
の

効
力
を
失
う
。

た
だ
し
、
同
日
前
に
招
集
手
続
が

開
始
さ
れ
た
定
時
総
会
に
係
る
事
業

報
告
等
の
提
供
に
つ
い
て
は
、
な
お

そ
の
効
力
を
有
す
る
。

⑶　
経
過
措
置

監
査
基
準
の
改
訂
を
受
け
た
改
正

の
規
定
は
、
２
０
２
２
年
３
月
31
日

以
後
終
了
年
度
に
係
る
計
算
関
係
書

類
の
会
計
監
査
報
告
に
つ
い
て
適
用

す
る
。
同
日
前
終
了
年
度
に
係
る
計

算
関
係
書
類
に
つ
い
て
の
会
計
監
査

報
告
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

た
だ
し
、
２
０
２
１
年
３
月
31
日

以
後
終
了
年
度
に
係
る
計
算
関
係
書

類
に
つ
い
て
の
会
計
監
査
報
告
で

は
、
早
期
適
用
が
可
能
で
あ
る
。

去
る
１
月
27
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
４
５
０
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。
主
な
審
議

事
項
は
次
の
と
お
り
。
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「
株
式
」は
バ
ー
チ
ャ
ル
・
リ
ア
リ
テ
ィ

経
理
に〝
効
く
〟

法
律
雑
学

白
川　

敬
裕

「
日
本
の
人
口
は
１
億
２
、０
０
０
万
。

日
本
人
全
員
か
ら
１
円
ず
つ
貰
え
た

ら
、
１
億
円
を
超
え
る
な
～
」
こ
ん

な
無
邪
気
な
妄
想
を
し
た
こ
と
は
、

な
い
で
し
ょ
う
か
？

こ
の
よ
う
な
発
想
を
現
実
の
も
の
に

し
た
の
が
「
株
式
会
社
」
で
す
。
世

界
初
の
株
式
会
社
は
、
オ
ラ
ン
ダ
の

東
イ
ン
ド
会
社
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
複
数
の
貿
易
会
社
が
統
合
さ

れ
た
も
の
で
、
た
く
さ
ん
の
商
人
が

出
資
し
、
イ
ギ
リ
ス
東
イ
ン
ド
会
社

の
10
倍
以
上
も
の
資
金
が
集
ま
っ
た
そ

う
で
す
。
こ
の
オ
ラ
ン
ダ
の
会
社
が

多
く
の
出
資
金
を
集
め
ら
れ
た
理
由

は
、出
資
者
の
責
任
を「
有
限
責
任（
＝

出
資
し
た
金
額
を
超
え
る
責
任
を
負

わ
な
い
）」
に
し
た
こ
と
や
、
出
資
者

持
分
の
「
自
由
な
譲
渡
」
を
認
め
た

こ
と
に
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

現
代
で
、
証
券
会
社
で
株
式
を
購

入
し
た
場
合
、
株
価
が
暴
落
す
る
リ

ス
ク
は
あ
る
も
の
の
、
会
社
の
借
金

ま
で
背
負
う
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
し
、

株
式
を
売
却
し
て
資
金
を
回
収
す
る

こ
と
も
で
き
ま
す
。
こ
の「
有
限
責
任
」

と
「
自
由
譲
渡
性
」
は
株
式
の
特
徴

で
す
が
、
こ
の
よ
う
な
特
徴
が
あ
る

か
ら
こ
そ
、
安
心
し
て
、
株
式
に
投

資
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
す
。

よ
く
考
え
て
み
れ
ば
、「
株
式
」
も

「
会
社
」
も
、
物
質
的
で
は
な
い
、
バ
ー

チ
ャ
ル
世
界
の
概
念
で
す
。た
と
え
ば
、

「
人
間
」
が
畑
で
野
菜
の
「
カ
ブ
」
を

育
て
、
カ
ブ
価
が
変
動
す
る
、
と
い

う
の
で
あ
れ
ば
、
人
間
の
姿
や
カ
ブ
の

形
を
映
像
と
し
て
イ
メ
ー
ジ
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
し
か
し
、「
株
式
」に
も
、

「
会
社
」
に
も
姿
・
形
は
あ
り
ま
せ
ん
。

そ
も
そ
も
、「
株
式
」
と
は
、
一体
、

何
な
の
で
し
ょ
う
か
？

会
社
法
の
教
科
書
で
は
、「
株
式
」

は
、こ
の
よ
う
に
定
義
さ
れ
て
い
ま
す
。

株
主
が
会
社
と
の
間
で
有
す
る
法
律

関
係
（
権
利・義
務
関
係
）の
総
体
（
地

位
）
を
株
式
と
い
う
。
株
式
は
、
均一

の
割
合
的
単
位
の
形
を
と
る
。

（
江
頭
憲
治
郎
『
株
式
会
社
法　
第

７
版
』（
有
斐
閣
、
２
０
１
７
年
））

い
か
に
も
わ
か
り
に
く
く
、
バ
ー

チ
ャ
ル
な
概
念
を
言
葉
で
説
明
す
る

こ
と
が
、
い
か
に
難
し
い
か
が
わ
か
り

ま
す
。
会
社
に
お
金
を
出
し
て
出
資

し
た
人
、
つ
ま
り
株
式
を
購
入
し
た

人
は
、
会
社
の
所
有
者
と
い
え
ま
す
。

で
す
か
ら
、
株
式
と
い
う
の
は
、「
会

社
の
所
有
権
を
細
分
化
し
て
割
合
で

表
し
た
も
の
」
と
言
い
換
え
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
株
式
は
「
発
行
済
み
株

式
１
０
０
株
の
う
ち
の
１
株
（
１
％
）、

10
株
（
10
％
）」
と
い
う
よ
う
に
割
合

で
数
え
ら
れ
ま
す
。　

株
主
は
、「
株
式
の
内
容
お
よ
び
数

に
応
じ
て
平
等
」
と
さ
れ
（
会
社
法

109
①
）、
１
株
に
つ
き
１
議
決
権
と
さ

れ
て
い
ま
す
（
会
社
法
308
①
）。
そ
の

た
め
、
会
社
の
株
主
総
会
で
は
、
１

人
１
票
で
は
な
く
、
１
株
の
株
主
に
は

“
１
票
”、
10
株
の
株
主
に
は
“
10
票
”

の
投
票
権
が
あ
る
の
で
す
。

株
式
が
「
均
一
の
割
合
的
単
位
」

と
い
う
形
を
と
る
こ
と
に
よ
り
、
出

資
、
譲
渡
、
議
決
と
い
っ
た
さ
ま
ざ

ま
な
場
面
を
簡
単
に
処
理
で
き
る
…

株
式
は
、
人
類
の
叡
智
が
結
集
し
た

革
新
的
な
技
術
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

会
社
と
い
う
「
法
人
」
も
、「
株
式
」

と
同
様
、
バ
ー
チ
ャ
ル
世
界
の
概
念
で

す
が
、
法
律
上
は
、
人
間
と
同
じ
人

格
が
与
え
ら
れ
て
い
ま
す
。
で
す
か
ら
、

会
社
は
、
人
間
と
同
じ
よ
う
に
、
所
有

権
者
と
な
っ
た
り
、
裁
判
の
当
事
者
と

な
っ
た
り
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

現
代
に
お
け
る
最
先
端
の
技
術
は

人
工
知
能
「
Ａ
Ｉ
」
で
し
ょ
う
。「
Ａ

Ｉ
が
創
造
し
た
知
的
財
産
は
、
誰
の

モ
ノ
？
」、「
Ａ
Ｉ
が
暴
走
し
て
被
害

を
与
え
た
ら
、
誰
の
責
任
？
」
と
い
っ

た
法
的
な
問
題
が
想
定
さ
れ
る
た
め
、

い
ず
れ
、
Ａ
Ｉ
に
も
、
法
人
と
同
じ

よ
う
に
人
格
が
与
え
ら
れ
る
と
思
い
ま

す
。
会
社
の
所
有
者
は
株
主
で
す
が
、

Ａ
Ｉ
の
“
所
有
者
”
は
、
果
た
し
て
、

何
と
呼
ば
れ
る
の
で
し
ょ
う
か
。

改
正
リ
ー
ス
基
準
の
単
体
財
務
諸
表
に

お
け
る
適
用
、検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、リ
ー
ス
会
計
専
門
委

会
　
　
計

取
締
役
報
酬
等
の
株
式
無
償
交
付

取
引
に
関
す
る
取
扱
い

第
４
４
８
回
親
委
員
会（
２
０
２
１

年
１
月
10
日
・
20
日
合
併
号
（
№

１
６
０
０
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参

照
）
に
引
き
続
き
、
実
務
対
応
報
告

41
号
「
取
締
役
の
報
酬
等
と
し
て
株

式
を
無
償
交
付
す
る
取
引
に
関
す
る

取
扱
い
」
等
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で

の
議
論
を
踏
ま
え
、
事
務
局
よ
り
文

案
が
示
さ
れ
、
審
議
さ
れ
た
。

委
員
全
員
の
賛
成
で
公
表
議
決
さ

れ
た
（
１
月
28
日
公
表
。https://

w
w

w
.asb.or.jp/jp/accounting_

standards/practical_solution/
y2021/2021-0128.htm

l

参
照
）。

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
に
税
効
果
会

計
を
適
用
す
る
場
合
の
取
扱
い

専
門
委
員
会
（
２
０
２
１
年
２
月

10
日
号
（
№
１
６
０
２
）
情
報
ダ
イ

ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続
き
、
実

務
対
応
報
告
「
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度

を
適
用
す
る
場
合
の
会
計
処
理
及
び

開
示
に
関
す
る
取
扱
い
」
公
開
草
案

の
文
案
イ
メ
ー
ジ
が
事
務
局
よ
り
示

さ
れ
、
審
議
さ
れ
た
。
な
お
、
現
在

検
討
中
の
論
点
（
投
資
簿
価
修
正
・

債
務
保
証
の
注
記
・
適
用
時
期
）
に

つ
い
て
は
含
め
ら
れ
て
い
な
い
。
ま

た
、
実
務
対
応
報
告
５
号
お
よ
び
７

号
を
廃
止
す
る
旨
が
示
さ
れ
て
い
る
。

委
員
か
ら
の
「
５
号
・
７
号
の
Ｑ

＆
Ａ
方
式
か
ら
新
し
く
要
求
事
項
方

式
に
な
る
に
あ
た
り
、
変
更
点
が
わ

か
る
よ
う
に
し
て
ほ
し
い
」
と
の
意

見
に
、事
務
局
か
ら「『
結
論
の
背
景
』

や
『
公
表
に
あ
た
っ
て
』
な
ど
で
示

し
た
い
」
と
の
回
答
が
あ
っ
た
。

ま
た
、「
今
３
月
期
決
算
も
実
務

対
応
報
告
39
号
の
適
用
と
な
る
の

か
、周
知
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
は
」

と
の
意
見
が
聞
か
れ
、
事
務
局
か
ら

「
５
号
・
７
号
の
改
廃
が
行
わ
れ
る

ま
で
は
、
39
号
の
適
用
と
な
る
旨
を

公
開
草
案
の
『
公
表
に
あ
た
っ
て
』

で
リ
マ
イ
ン
ド
す
る
。
ま
た
、
最
終

化
が
３
月
を
超
え
る
の
は
間
違
い
な

く
、
来
年
度
の
四
半
期
決
算
で
の
取

扱
い
を
ど
う
す
る
か
、
検
討
す
る
必

要
が
あ
る
」
と
の
回
答
が
あ
っ
た
。

去
る
２
月
２
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
97
回
リ
ー
ス
会
計
専
門

委
員
会
を
開
催
し
た
。

改
正
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
関
す
る

単
体
財
務
諸
表
に
お
け
る
適
用
に

つ
い
て
、
議
論
が
行
わ
れ
た
。
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国
際
会
計

規
制
資
産・規
制
負
債
に
関
す
る
公
開

草
案
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

連
単
に
関
す
る
基
準
開
発
の
方
針

改
正
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
関
し
て

は
、
原
則
と
し
て
、
会
計
基
準
が
連

結
財
務
諸
表
（
連
結
）
と
単
体
財
務

諸
表
（
単
体
）
の
両
方
に
同
様
に
適

用
さ
れ
る
も
の
と
し
て
開
発
す
る
。

単
体
に
お
け
る
適
用
の
論
点

た
だ
し
、
単
体
に
お
け
る
適
用
に

つ
い
て
、
次
の
論
点
に
つ
い
て
検
討

を
行
う
必
要
が
あ
る
。

⑴　
国
際
的
な
比
較
可
能
性

⑵　
関
連
諸
法
規
等
と
の
利
害
調
整

単
体
に
お
い
て
リ
ー
ス
会
計
基
準

を
改
正
し
た
場
合
、
関
連
諸
法
規
等

の
利
害
調
整
に
関
係
し
得
る
も
の
と

し
て
次
が
挙
げ
ら
れ
る
。

①
　
法
人
税
法

②
　
分
配
規
制

③
　
自
己
資
本
比
率
規
制
等

④
　
民
法
（
賃
貸
借
）
等

⑤
　
法
人
企
業
統
計

⑶　
中
小
規
模
の
企
業
に
お
け
る　

適
用
上
の
コ
ス
ト

⑷　
複
数
の
会
計
基
準
を
設
け
る　

こ
と
の
是
非

⑵
①
に
つ
い
て
は
、事
務
局
よ
り
、

「
改
正
に
よ
り
、
法
人
税
法
上
の
課

税
所
得
の
ベ
ー
ス
と
な
る
単
体
の
利

益
に
影
響
を
及
ぼ
す
。
会
計
処
理
と

税
務
処
理
が
一
致
し
た
ほ
う
が
作
成

者
コ
ス
ト
は
低
く
な
る
が
、
税
務
処

理
は
会
計
処
理
と
別
個
に
定
め
ら
れ

る
も
の
で
あ
り
、
会
計
基
準
開
発
で

考
慮
す
る
の
は
難
し
い
」
と
の
分
析

が
示
さ
れ
た
。

専
門
委
員
の
意
見

専
門
委
員
か
ら
は
「
作
成
者
と
し

て
は
連
結
作
業
が
膨
大
に
な
る
の

で
、連
単
一
致
が
望
ま
し
い
」、「
リ
ー

ス
会
計
基
準
は
関
連
諸
法
規
等
の
利

害
調
整
が
非
常
に
難
し
い
。
連
単
分

離
の
ほ
う
が
よ
い
の
で
は
」、「
会
計

と
税
法
の
処
理
が
異
な
る
の
は
、
作

成
者
と
し
て
労
力
負
担
が
大
き
い
。

税
務
当
局
に
処
理
が
一
致
す
る
よ
う

働
き
か
け
を
し
て
ほ
し
い
」
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
意
見
が
聞
か
れ
た
。 

去
る
１
月
28
日
、
国
際
会
計
基
準

審
議
会
（
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）
は
、
公
開
草

案
「
規
制
資
産
お
よ
び
規
制
負
債
」

（
以
下
、「
公
開
草
案
」
と
い
う
）
を

公
表
し
た
。

公
開
草
案
公
表
の
経
緯

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
従
来
か
ら
、
料
金
規

制
事
業
を
営
む
企
業
の
財
務
報
告
に

関
し
て
、
ど
の
よ
う
な
情
報
が
財
務

諸
表
の
利
用
者
に
と
っ
て
最
も
有
用

か
を
検
討
す
る
た
め
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
進
め
て
い
た
。

電
力
・
ガ
ス
な
ど
の
公
益
事
業
や

バ
ス
・
鉄
道
な
ど
の
公
共
交
通
事
業

に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
企
業
が
顧
客

に
提
供
す
る
財
や
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い

て
料
金
が
規
制
さ
れ
る
こ
と
が
あ

る
。
こ
の
場
合
、
企
業
が
財
や
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
す
る
期
間
と
顧
客
か
ら

収
入
を
得
る
期
間
が
異
な
る
こ
と
が

あ
る
。

こ
の
よ
う
な
タ
イ
ミ
ン
グ
に
ず
れ

が
生
じ
る
場
合
に
は
、
企
業
が
損
益

計
算
書
に
計
上
す
る
収
益
と
、
貸
借

対
照
表
に
認
識
す
る
資
産
お
よ
び
負

債
は
、
企
業
が
そ
の
期
間
に
提
供
し

た
財
や
サ
ー
ビ
ス
の
実
態
を
表
す
の

が
難
し
い
結
果
に
な
る
こ
と
が
あ

る
。公

開
草
案
の
概
要

こ
れ
に
対
し
て
料
金
規
制
事
業
を

営
む
企
業
の
財
務
諸
表
を
有
用
で
比

較
可
能
な
も
の
と
す
る
た
め
に
、
公

開
草
案
で
は
、
あ
る
期
間
に
つ
い
て

提
供
し
た
財
や
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

企
業
が
権
利
を
持
つ
の
で
あ
れ
ば
、

業
績
に
そ
れ
を
反
映
す
べ
き
と
し
て

い
る
。
こ
れ
は
、
規
制
資
産
や
規
制

負
債
を
貸
借
対
照
表
に
認
識
し
、
規

制
収
益
や
規
制
費
用
を
損
益
計
算
書

に
計
上
す
る
こ
と
に
よ
り
達
成
さ
れ

る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

公
開
草
案
で
は
、
こ
の
よ
う
な
認

識
と
測
定
に
加
え
て
、
企
業
の
財
務

諸
表
に
お
け
る
表
示
や
開
示
方
法
に

つ
い
て
も
提
案
が
行
わ
れ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
規
制
資
産
や
規
制

負
債
は
貸
借
対
照
表
に
お
い
て
他
の

資
産
や
負
債
と
は
区
別
し
て
表
示
さ

れ
、
規
制
収
益
や
規
制
費
用
は
注
記

に
よ
る
開
示
に
よ
り
内
容
の
詳
細
を

表
す
こ
と
に
な
る
。

コ
メ
ン
ト
期
限
等

公
開
草
案
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト

は
、
２
０
２
１
年
６
月
30
日
ま
で
受

け
付
け
て
い
る
。

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
公
開
草
案
に
つ
い
て

受
け
取
っ
た
コ
メ
ン
ト
を
も
と
に
検

討
し
、
最
終
基
準
を
開
発
す
る
予
定

で
あ
り
、
当
該
最
終
基
準
は
、
Ｉ
Ｆ

Ｒ
Ｓ
14
号
「
規
制
繰
延
勘
定
」
を
置

き
換
え
る
も
の
と
な
る
。
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

14
号
に
お
け
る
実
務
で
は
さ
ま
ざ
ま

な
会
計
処
理
が
さ
れ
て
い
た
可
能
性

が
あ
る
た
め
、
今
回
の
基
準
書
の
改

訂
に
よ
り
、
企
業
間
の
比
較
可
能
性

が
改
善
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て

い
る
。

経理用語の豆知識
有償支給取引

企業が対価と交換に原材料等（支給品）を外部（委託先）
に譲渡し、支給先における加工後、当該支給先から当該支
給品（加工された製品に組込まれている場合を含む）を購
入する場合、この一連の取引を有償支給取引という。有償
支給取引に係る処理にあたっては、企業が当該支給品を買
い戻す義務を負っているか否かを判断する必要がある。

有償支給取引において、企業が支給品を買い戻す義務を
負っていない場合、企業は当該支給品の消滅を認識するこ
とになるが、当該支給品の譲渡に係る収益は認識しない。

一方、有償支給取引において、企業が支給品を買い戻す
義務を負っている場合、企業は支給品の譲渡に係る収益を
認識せず、当該支給品の消滅も認識しないことになるが、
個別財務諸表においては、支給品の譲渡時に当該支給品
の消滅を認識することができる。その場合であっても、当該
支給品の譲渡に係る収益は認識しない。
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証
　
　
券

業
績
の
二
極
化
は
株
価
に
プ
ラ
ス
効

果
？

金
　
　
融

緊
急
事
態
に
求
め
ら
れ
る「
異
次
元
」

の
財
政
政
策

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2021年 
１月27日

「監査役等と監査人との
連携に関する共同研究報
告」の改正について（公開
草案）

日本
監査役
協会・
JICPA

監査基準の改訂（2020年11月）や監基報におけるKAMの選定過程、コミュニケー
ション項目の追加等を踏まえ、見直しを行うもの。コメント期限は2021年２月26
日。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20210127fjj.html

―

2021年
２月３日

ハイブリッド型バーチャ
ル株主総会の実施ガイド

（別冊）実施事例集
経産省

ハイブリッド型バーチャル株主総会のさらなる実務への浸透を図るため、通信障
害対策としてのバックアップ、質問の受付・回答方法、動議の取扱いなど、実施を
検討する際に考えられる論点について、これまでの実施事例や実際の運用におけ
る考え方等を取りまとめたもの。
https://www.meti.go.jp/press/2020/02/20210203002/20210203002.html

―

政
府
は
２
月
２
日
、
２
月
７
日
を

期
限
と
し
て
い
た
11
都
府
県
を
対
象

と
し
た
緊
急
事
態
宣
言
に
つ
い
て
、

栃
木
県
以
外
の
10
都
府
県
で
３
月
７

日
ま
で
の
１
カ
月
間
延
長
す
る
こ
と

を
決
定
し
た
。
た
だ
し
、
感
染
状
況

な
ど
が
改
善
し
た
都
府
県
は
３
月
７

日
を
待
た
ず
に
解
除
す
る
方
針
だ
。

今
回
の
緊
急
事
態
宣
言
に
お
け
る

政
府
に
よ
る
主
な
要
請
内
容
は
、
飲

食
店
や
カ
ラ
オ
ケ
ボ
ッ
ク
ス
な
ど
の

営
業
時
間
を
20
時
ま
で
と
す
る
時
短

営
業
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
奨
、
対

象
地
域
で
の
不
要
不
急
の
外
出
自

粛
、
イ
ベ
ン
ト
開
催
は
最
大
５
千
人

以
下
、
収
容
率
を
50
％
ま
で
と
す
る

こ
と
等
が
挙
げ
ら
れ
る
。
今
回
の
措

置
に
対
す
る
支
援
策
は
、
飲
食
店
と

そ
の
時
短
営
業
に
よ
り
影
響
を
受
け

る
事
業
者
、
イ
ベ
ン
ト
関
連
事
業
者

を
中
心
に
行
う
補
償
、
雇
用
維
持
の

た
め
の
雇
用
調
整
助
成
金
の
特
例
措

置
、
宣
言
区
域
外
も
含
む
中
小
・
小

規
模
事
業
者
や
生
活
困
窮
者
向
け
の

資
金
繰
り
支
援
や
給
付
金
の
支
給
が

あ
る
。

た
だ
、
こ
う
し
た
支
援
策
は
、
当

初
２
月
７
日
ま
で
だ
っ
た
宣
言
期
間

を
前
提
に
し
た
も
の
で
あ
る
。
今
回

は
期
間
延
長
と
一
時
金
の
上
限
引
上

げ
も
行
わ
れ
る
た
め
、
そ
の
分
政
府

支
出
は
拡
大
す
る
。
し
か
し
、
１
月

28
日
に
成
立
し
た
今
年
度
第
３
次
補

正
予
算
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
対
策
を
盛
り
込
ん
だ
も
の
だ

が
、
昨
年
決
定
し
た
経
済
対
策
に
対

応
す
る
も
の
で
、
こ
の
期
間
延
長
を

前
提
と
は
し
て
い
な
い
。

そ
の
た
め
、
一
部
は
費
目
流
用
や

今
年
度
当
初
予
算
の
予
備
費
の
残
り

を
充
当
す
る
こ
と
で
対
応
す
る
よ
う

だ
が
、
期
間
延
長
に
伴
う
事
業
者
の

損
失
拡
大
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、

追
加
予
算
を
含
む
さ
ら
な
る
柔
軟
な

財
政
措
置
が
必
要
と
な
る
だ
ろ
う
。

特
別
定
額
給
付
金
の
追
加
支
給
案
が

浮
上
す
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
格
付
け
を
気

に
し
て
財
政
の
規
模
拡
大
に
制
限
を

設
け
る
考
え
は
排
除
す
べ
き
と
の
声

も
挙
が
っ
て
い
る
。
政
府
は
１
月
に

示
し
た
試
算
で
も
２
０
２
９
年
度
の

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字
化

見
通
し
を
維
持
し
て
い
る
よ
う
だ

が
、
今
は
緊
急
事
態
で
あ
り
「
異
次

元
」
の
財
政
政
策
が
求
め
ら
れ
る
と

き
と
も
思
わ
れ
る
。

緊
急
事
態
宣
言
の
期
限
が
、
さ
ら

に
１
カ
月
延
長
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
。
株
式
市
場
に
と
っ
て
は
、
経
済

冷
込
み
の
株
価
へ
の
影
響
が
気
に
な

る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
株

式
市
場
は
そ
れ
を
心
配
し
て
い
な
い

と
の
見
方
も
あ
る
。

そ
の
原
因
は
、
折
か
ら
の
第
３
四

半
期
の
実
績
、
今
年
度
決
算
の
見
通

し
修
正
の
発
表
に
あ
る
と
み
ら
れ

る
。
21
年
３
月
期
の
業
績
見
通
し
に

つ
い
て
、
前
回
予
想
を
上
方
修
正
す

る
企
業
が
少
な
く
な
い
。
長
引
く
コ

ロ
ナ
下
で
、
企
業
業
績
の
二
極
化
が

生
じ
つ
つ
あ
る
。

厳
し
い
不
況
下
に
あ
る
は
ず
な
の

に
、
い
わ
ゆ
る
巣
ご
も
り
消
費
に
関

係
す
る
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で

き
る
企
業
は
、
業
績
好
調
が
数
字
に

表
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。た
だ
、

同
業
で
あ
っ
て
も
、
巣
ご
も
り
消
費

に
対
応
で
き
て
い
な
い
企
業
は
、
業

績
見
通
し
を
上
方
修
正
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
様
子
が
目
立
つ
。

た
と
え
ば
、
小
売
り
や
外
食
な
ど

流
通
・
サ
ー
ビ
ス
業
界
で
は
、
メ

ニ
ュ
ー
や
デ
リ
バ
リ
ー
の
工
夫
、
立

地
条
件
な
ど
に
よ
っ
て
、
同
じ
業
界

に
あ
り
な
が
ら
業
績
格
差
が
生
じ
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

一
方
で
、
業
界
レ
ベ
ル
で
コ
ロ
ナ

禍
の
影
響
を
受
け
て
い
る
業
種
も
あ

る
。
緊
急
事
態
宣
言
下
に
お
い
て
、

政
府
は
外
出
す
る
な
、
集
ま
る
な
、

と
い
う
こ
と
を
要
請
し
て
い
る
が
、

こ
れ
は
、
人
の
移
動
で
稼
い
で
き
た

業
界
に
さ
ら
な
る
打
撃
を
与
え
て
い

る
。
大
手
航
空
、
大
手
鉄
道
な
ど
の

企
業
は
、
収
益
見
通
し
の
巨
額
な
下

方
修
正
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。他
方
、

同
じ
運
輸
業
界
に
あ
っ
て
も
、
宅
配

便
は
在
宅
勤
務
者
の
増
加
で
扱
う
荷

物
量
が
急
増
し
、
増
益
ぶ
り
が
目

立
っ
て
い
る
。
人
の
動
き
に
関
わ
る

ビ
ジ
ネ
ス
は
不
調
だ
が
、
物
の
動
き

に
関
わ
る
ビ
ジ
ネ
ス
は
好
調
で
、
コ

ロ
ナ
禍
は
思
わ
ぬ
形
で
も
企
業
業
績

の
二
極
化
を
招
い
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
業
績
好
調
の
企
業

が
少
な
く
な
い
こ
と
は
、
投
資
家
、

特
に
昨
年
来
、
増
え
て
き
た
在
宅
の

個
人
投
資
家
の
銘
柄
選
択
を
楽
に
し

て
い
る
と
の
声
も
あ
る
。
は
っ
き
り

し
て
き
た
企
業
業
績
の
二
極
化
は
、

当
面
の
株
価
見
通
し
を
少
し
楽
観
的

に
し
て
く
れ
る
よ
う
に
も
思
わ
れ

る
。


